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第１ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 

１ 教育に関する目標を達成するための措置 

(1) 入学者受入方針及び入試制度に関する目標を達成するための措置 

ア 全学共通 

(ｱ) 入学者受入方針 (アドミッション・ポリシー)を公表し、本学が求め

る学生像を受験者に周知する。 

(ｲ)-1 入試制度区分（推薦、一般前期・後期等）ごとに入学後の成績等を

分析し、県内医療を担う入学者を確保できているか検証を行う。 

(ｲ)-2 必要に応じて入試制度の実施方法を見直す。 

イ 学士課程 

(ｱ) オープンキャンパス、大学見学、出前講義等を活用し、本学への関心

を高める。 

(ｲ) 大学入学者選抜改革で求められている多様な評価方法を拡充させる。 

ウ 大学院課程 

(ｱ) 本学卒業生のみならず他大学卒業生等にも広報活動を行い、受入を推

進する。 

(ｲ) ＭＤ－ＰｈＤコースを継続し、探究する心を兼ね備えた医師を育成す

る。 

 

(2) 教育の内容及び教育の成果等に関する目標を達成するための措置 

ア 学士課程 

(ｱ)-1 卒業認定・学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー）、教育課程の

編成及び実施に関する方針（カリキュラム・ポリシー）に基づくカリ

キュラムを実践する。 

(ｱ)-2 医学教育モデル・コア・カリキュラムを核とした「６年一貫らせん

型カリキュラム」を実践する。（医学部） 

(ｱ)-3 平成３２年度の国際認証受審に向けて、評価基準の基本的水準を満

たすようカリキュラムを充実させる。（医学部）  

(ｱ)-4  臨床手技を習得するためのカリキュラムの充実を図る。（医学部） 

(ｱ)-5  看護教育モデル・コア・カリキュラム、保健師助産師看護師養成所

指定規則及び本学看護学部の３つのポリシーを踏まえ、本学の特色を

反映した新たなカリキュラムを策定する。（看護学部） 

(ｱ)-6  自身の力で問題を解決できる課題探究能力・問題解決能力の育成を

目指した教育を企画し、実施する。 

(ｱ)-7  先進医療学及び最先端医療技術に接するカリキュラムの導入を検

討、実施する。（医学部） 
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(ｱ)-8 ＣＢＴ（Computer-Based Testing) の本試験での合格率９８％以上、

ＯＳＣＥ(Objective Structured Clinical Examination)の本試験で

の合格率９０％以上を目指す。（医学部） 

(ｱ)-9  成績評価法の明確化を推進するとともに、透明性、公平性を確保す

る。 

(ｲ)-1 生命倫理や人権、倫理観を醸成する教育カリキュラムを充実させる。 

(ｲ)-2 総合科学教育研究センターを活用し、人文社会科学や自然科学など

の幅広い教養を身に付けさせる。 

(ｲ)-3 放射線と健康に関するリスクコミュニケーションを中心に社会的

なコミュニケーション能力を育む教育プログラムを充実させる。（医

学部） 

(ｲ)-4 コミュニケーション能力の育成を目指す教育プログラムを実践す

る。（看護学部） 

(ｳ)-1 会津医療センター、へき地拠点病院、自治体診療所などと連携し、

地域指向型教育プログラムを充実させる。（医学部） 

(ｳ)-2 地域実習等において地域の特性を理解し、その中で専門職者として

役割が果たせるようにする。（看護学部） 

(ｴ)-1 「基礎上級」を充実させ、探究する心を兼ね備えた医師を育成する。

（医学部） 

(ｴ)-2 語学教育の充実により、国際的コミュニケーション能力を育成する。 

(ｴ)-3 将来の大学や地域医療を担う研究医を育成する体制を充実させる。

（医学部） 

(ｵ)-1 学生の基礎学力を向上させるため、入学前、入学直後の教育を充実

させる。 

(ｵ)-2 学部教育と卒後研修、学部教育と大学院教育とを連携させ、生涯に

わたる教育、医療人としてのキャリア形成のあり方を検討する。 

(ｶ) 各種国家試験の合格率を向上・維持するための対策を充実させる。 

イ  大学院課程 

(ｱ)-1 卒業認定・学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー）、教育課程の

編成及び実施に関する方針（カリキュラム・ポリシー）に基づくカリ

キュラムを実践する。 

(ｱ)-2 国際性及び先進的で高い専門性を与え、医療において広く応用でき

る教育プログラムを実践する。（医学研究科） 

(ｱ)-3 看護学研究科修士課程を充実させる。（看護学研究科） 

(ｱ)-4 高度看護専門職として独創的な活動を展開する能力を育成できる

教育体制を整備する。（看護学研究科） 
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(ｲ)-1 地域からのニーズに応える教育プログラムを策定、実施する。 

(ｲ)-2 博士課程について、コース設定や教育体制等に関し修士課程との一

貫性も含めて検討し、開設に向け準備を進める。（看護学研究科） 

ウ 会津医療センターにおける学生教育 

会津医療センターの特色をいかした教育プログラムを実践するととも

に、医学部学生の臨地実習及び看護学部生の臨地実習を更に充実させる。 

 

(3) 教育の実施体制等に関する目標を達成するための措置 

ア 臨床教授制度を活用し、教育体制を充実させる。 

イ-1 教員による自己点検・自己評価や学生による授業評価を行い、その後

の教育活動に反映させる。 

イ-2 ＦＤ（Faculty Development：教員能力開発）活動等を通して、教育

力の向上、授業の改善を促す。 

 

(4) 学生への支援に関する目標を達成するための措置 

ア-1 学生の経済的支援に関する情報提供を充実させる。 

ア-2 個々の学生が持つ問題を適切に抽出し、対応可能な体制を整備し、充

実させる。 

イ 就職相談窓口を設置し、県内求人情報の積極的に提供する。（医学研究

科（修士課程）、看護学部） 

 

(5) 保健医療人材育成のための新学部設置に関する目標を達成するための措

置 

県内の地域医療を支えるとともに、チーム医療の一翼を担えるなど、社会

のニーズに対応した人材を育成するための設置計画を策定し、平成３２年度

に設置認可を得る。 

     認可後は、設置計画に基づいた教育及び学部・学科運営を実施する。 

 

２ 研究に関する目標を達成するための措置 

(1) 研究水準及び研究の成果等に関する目標を達成するための措置 

ア 独創的な研究プロジェクトを創出・推進するため、実用化につながる研

究シーズに対する支援強化や、研究関連部門、ふくしま国際医療科学セン

ターと連携した研究を推進するとともに、各大学・研究機関との研究ネッ

トワークを強化する。 

イ 研究の国際化を推進するとともに、英語論文作成支援を充実させる。 

ウ 科研費、ＡＭＥＤ（国立研究開発法人日本医療研究開発機構）等の競争
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的資金（以下「科研費等」という。）の獲得や本学主導の医師主導治験・

先進医療（以下「医師主導治験等」という。）を推進するため、科研費等

の申請件数・採択件数等や医師主導治験等の実施件数を年度ごとに分析・

評価した上で、必要な研究環境の改善を行う。 

エ 研究成果の公表について、新たな研究活動につながるよう、効果的な情

報発信を行う。 

オ 文部科学省科学研究費助成事業（研究分担分を含む）の採択件数につい

て、年間２８０件以上を目指す。 

カ 厚生労働省科学研究費補助金（研究分担分を含む）の採択件数について、

年間２０件以上を目指す。 

キ ＡＭＥＤ事業（研究分担分を含む）の採択件数について、年間５０件以

上を目指す。 

ク 英語論文（原著論文、症例報告及び総説）数について、年間５５５編以

上を目指す。 

 

(2) 研究の実施体制等に関する目標を達成するための措置 

ア-1 動物実験施設の拡充や学術情報基盤の充実など共通研究基盤の整備

を進めるとともに、研究シーズの学内共有を図るなど、研究が効果的に

実施できる体制を構築する。 

ア-2 臨床研究センターを基盤として、質の高い臨床研究・治験体制を構築

する。 

イ 職務発明審査委員会及び医療研究推進戦略本部により、発明・特許等の

知的財産の創出支援や管理・運用、活用を行う。 

 

３ 地域貢献に関する目標を達成するための措置 

(1) 地域社会等との連携・協力に関する目標を達成するための措置 

ア-1  地域住民の保健・医療に関する知識の向上に貢献する活動を行う。 

ア-2 各種教育機関を対象として、保健・医療教育活動に貢献する。 

ア-3  子どもの健康と環境に関する全国調査（エコチル調査）業務を福島県

の現状に即して適切に行う。 

ア-4 放射線医学県民健康管理センターにおいて、県民が放射線の影響を正

しく理解するために必要な情報の提供や啓発活動等を行う。 

ア-5 須賀川市と共同で実施している健康長寿推進の取組を始め、市町村と

連携した健康増進の取組を推進する。 

ア-6 予防・健康増進のシンクタンクとして、健康寿命に関わる病気の予防

に貢献し、その延伸に協力する。 
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イ 地域の研究機関（大学等）、医療機関のほか、企業、各種団体とも連携

を深めながら、共同研究、受託研究などを推進する。 

ウ 会津大学、会津地域の民間企業等との共同研究を推進する。（会津医療

センター） 

 

(2) 地域医療等の支援に関する目標を達成するための措置 

ア 地域医療等支援教員を始め、県内医療機関への非常勤による医師派遣等

に積極的に取り組み、地域医療の確保に貢献する。 

イ-1 地域の医療機関や行政機関と連携し、地域医療を支える医師、看護師

等の育成・支援のため、医療人育成・支援センターを中心として研修会

等を実施する。また、人材の確保や定着の取組を支援するため、県との

連携・協力を推進する。 

イ-2  地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律など

に基づき県が行う医療従事者確保のための事業に積極的に協力する。 

イ-3 看護師特定行為研修により、地域におけるチーム医療の中心となり得

る看護師を育成する。  

 

４ 国際交流に関する目標を達成するための措置 

(1)-1 海外の協定締結校との交流の進展を図り、国際的視野を持った人材を

育成する。 

(1)-2 海外での学会発表や研究機関での研究等において、経費助成制度及び

自主研修制度を積極的に活用する。 

(1)-3 国際的な競争力を持つ研究者の確保と育成を図るため、国（ＰＭＤＡ

（独立行政法人医薬品医療機器総合機構）、ＡＭＥＤ等を含む）や海外

研究機関等の人事交流を促進するとともに、英語論文作成支援体制を充

実させ、環境を整備する。 

(1)-4 国際社会で活躍できる人づくりのため、研修医の海外研修等を積極的

に支援する。 

(1)-5 平成３２年度の国際認証受審に向けて、評価基準の基本的水準を満た

すよう対応するカリキュラムを充実させる。（医学部）（再掲） 

(1)-6 ふくしま国際医療科学センターにおける国際機関との連携など、国際

連携・情報発信を推進する。 

(1)-7 国際交流を推進するための危機管理体制を整備する。 

 

５ 大学附属病院に関する目標を達成するための措置 

(1) 附属病院に関する目標を達成するための措置 
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ア 教育研究 

(ｱ) 医師臨床研修及び後期専門研修環境の改善に取り組むとともに、医療

人としての資質等向上のため、臨床研修を充実させる。また、平成３０

年度から開始される新専門医制度に対応した後期研修プログラムの運

用に向け、各専門プログラム責任者のもとで研修体制を整備する。 

(ｲ) 看護学部と連携し、優秀な人材を確保する。 

(ｳ) 医療現場のニーズに合わせた領域を考慮し、専門看護師及び認定看護

師を中期目標期間終了時までに１２名以上育成する。 

(ｴ) 患者のニーズに合わせ、専門領域を考慮しながら、年２名以上の特定

行為が実施できる看護師を育成する。 

(ｵ) メディカルスタッフの資質向上に向けた教育・研修を充実させる。 

イ 病院機能の充実 

(ｱ)-1 県内の第三次救急医療機関（高度救命救急センター）として、広範

囲熱傷や四肢切断、急性中毒等の特殊疾病患者に対する救急医療を提

供する機能を維持強化する。 

(ｱ)-2 ドクターヘリ基地病院として、県内及び県外との広域連携も含めた

効果的な運用を実施する。 

(ｱ)-3 高度で先進的な医療など、特定機能病院として求められる医療の提

供のために必要な整備を計画的に進める。 

(ｱ)-4 周産期母子医療センター、こども医療センターの看護の充実、また

手術棟の稼動も踏まえ、より高度な手術看護の提供のため、教育体制

を整え、計画的に専門的な知識を有する看護師の育成を行い、併せて

業務改善も行う。 

(ｱ)-5 総合医療情報システムの標準化並びに情報セキュリティ対策及び

危機管理対策を行う。 

(ｱ)-6 良質な医療を提供するため、診療科、職種を越えた横断的な合同カ

ンファランスの開催などにより、チーム医療を推進する。 

(ｱ)-7 先進医療について、年１件以上の届出を目指し、先進医療を推進す

るための体制を整備する。 

(ｱ)-8 既存病棟と新病棟の有機的な連携を深めるとともに、既存病棟の保

全整備を進め、病院機能を一層充実させる。 

(ｲ)-1 基幹災害医療センター及び原子力災害医療・総合支援センターにお

いて、災害時における医療救護チーム派遣ができる体制を構築し、機

能を維持強化する。 

(ｲ)-2 高度被ばく医療支援センターにおいて、放射線災害時に重篤な被ば

く傷病者を受け入れ、診療を実施する体制を構築し、機能を維持強化
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する。 

ウ 患者・職員の安全管理及びサービスの向上 

(ｱ) 全職員に求められる医療安全関連の教育と併せて、職種別専門分野教

育研修を強化する。また、患者の目線に立った医療安全対策に資する患

者参加型プログラムを計画的に実施する。 

(ｲ) 院内の医療安全に関わる状況把握と分析、対策立案と実施、評価のサ

イクルを推進する体制を確立させる。 

(ｳ) 薬剤耐性菌対策として抗菌薬適正使用支援チーム（ＡＳＴ）による支

援体制を強化する。またそのための多職種の感染制御の有資格者を計画

的に育成する。 

(ｴ)  医療関連感染を予防するためにサーベイランスデータに基づく感染

管理活動を強化するとともに多職種の感染制御の有資格者を計画的に

育成する。 

(ｵ) 外来待ち時間の短縮及び入院待ち患者の緩和・解消に取り組む等、患

者サービスを向上させる。 

(ｶ) ＰＦＭシステム（Patient Flow Management System：入退院管理シス

テム）の充実を図り、安心した入院生活を推進する。また、ＰＦＭシス

テムの充実により、継続した看護の提供を図り、地域に繋げ、患者サー

ビスの向上につなげる。 

エ 地域連携 

(ｱ) 県内の医療機関との連携を推進し、紹介率９０％以上、逆紹介率（初

診患者に対し、他の医療機関へ紹介した患者の割合）８０％以上を目指

す。 

(ｲ) 地域の医療機関や行政機関と連携し、地域医療を担う医療人を対象と

した研修会等を実施することにより、地域医療を支える医師、看護師等

を育成・支援する。 

(ｳ) 県が進める地域包括ケアシステムの構築のため、医療と介護の連携を

強化する。 

(ｴ) 「ふくしま病院連携ネットワーク」の活動を通じ、県内医療機関と、

平時のみならず大規模災害にも対応可能な地域連携体制を構築する。 

オ 運営 

(ｱ)  大学附属病院として医学部と看護学部の連携に基づく機動的な管理

運営を図るため、運営体制の強化に取り組む。 

(ｲ)  臨床教授などの称号付与制度を強化する。 

(ｳ) 病院機能評価の成果を踏まえて、改善策の効果的な実施方法等を検討

し、順次実施する。 
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(ｴ) 特定機能病院としての機能充実のため、役割を十分果たすことができ

るよう適切な組織体制づくりと人員配置を行う。 

(ｵ) 高度医療実施機関であると同時に教育研究機関であることを十分考

慮した上で、経営の安定化を図るため、中期目標期間終了時までに病床

利用率（結核・心身病棟等を除く）８７％以上、平均在院日数（同上）

１３日以下を目指す。 

 

(2) 会津医療センターに関する目標を達成するための措置 

ア 教育研究 

(ｱ) 大学及び他の医療機関と連携しながら教育及び研修の体制を整備す

る。 

(ｲ) 本学の教育機能の一部を担うセンターの独自性を発揮して臨床研修

医及び鍼灸研修生の確保・育成に取り組む。 

イ 病院機能の充実 

(ｱ) 高度で先進的な医療を推進するとともに、地域医療の拠点病院として

の役割を果たすため政策医療を提供し、会津地域全体の医療の向上に貢

献する。 

(ｲ) 病院機能評価を受審し、一般病院２の更新を目指す。 

ウ 患者・職員の安全管理及びサービスの向上 

(ｱ) 職種・部門を越えた全職員が医療安全についての共通理解を得る医療

安全教育と併せて、医師、看護師、薬剤師等の職種・部門別にも、専門

分野における医療安全教育プログラムを充実させる。 

(ｲ) センター内の医療安全に係わる現状を把握し、事象の分析結果から対

策を講じ、実施する体制を強化する。 

(ｳ) 医療関連感染を予防するためにサーベイランスデータに基づく感染

管理活動を強化する。 

(ｴ) 職員の接遇に関する研修会等の充実に取り組み、患者サービスを向上

させる。 

エ 地域連携 

会津管内の医療機関との連携を推進し、紹介率６５％以上、逆紹介率５

０％以上を目指す。 

オ 運営 

(ｱ) センター運営に必要な各種システムや業務の効率化を通して組織の

機能強化を図る。 

(ｲ) 政策医療や専門に特化した高度な医療の実施機関であると同時に教

育研究機関であることを十分考慮した上で、経営の安定化を図るため、
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中期目標期間終了時までに病床利用率（結核・感染症病棟等を除く）８

５％以上、平均在院日数（同上）１３日以下を目指す。 

 

第２ 東日本大震災等の復興支援に関する目標を達成するためにとるべき措置 

１ 県民の健康の保持・増進に関する目標を達成するための措置 

(1)-1  放射線医学県民健康管理センターにおいて、県内外の関連大学・機関

等と連携を図りながら県民健康調査を推進する。 

(1)-2 放射線医学県民健康管理センターにおいて、県民が放射線の影響を正

しく理解するために必要な情報の提供や啓発活動等を行う。（再掲） 

(2) 放射線医学県民健康管理センターにおいて、県、市町村、関連団体等と

連携した心のケアに繋がる取組を推進する。 

(3)  健康増進センターにおいて、「科学的根拠に基づく評価・分析」、「効

果的な健康増進・疾病予防対策の推進」、「人材育成支援」を行う。 

(4)-1 甲状腺・内分泌センターにおいて、附属病院部門を含めた診療及び研

究に関する事業を推進する。 

(4)-2 先端診療部門による取組の３つの柱「救急・災害・被ばくに対応した

医療」、「子どもと女性が安心できる医療」、「療養環境の充実」を基

に、県民へ高度な医療を提供する。 

(4)-3 先端臨床研究センターにおいて、最先端医療機器による各疾病の早期

診断を実施する。 

 

２ 復興支援に関する目標を達成するための措置 

(1)-1  人と地域のつながりを大切にしながら、本県の震災復興に貢献できる

医療人を育成するための教育プログラムを策定・推進する。 

(1)-2 放射線と健康に関するリスクコミュニケーションを中心に社会的なコ

ミュニケーション能力を育む教育プログラムを充実させる。（医学部）

（再掲） 

(2)  医療－産業トランスレーショナルリサーチセンターにおいて、企業等の

ニーズに応じた研究成果物の提供、受託研究の受注、各部門の独立化等に

より、平成３３年度以降も安定した事業を展開する。 

(3) 復興に向け、双葉地域で必要とされる救急医療や在宅医療を提供するた

め、「福島県ふたば医療センター」に対する支援を始め、双葉地域におけ

る医療体制の再構築に寄与する。 

 

３ 放射線医学の教育研究等に関する目標を達成するための措置 

(1)-1 先端臨床研究センターの事業を円滑に運営するとともに、先端研究を
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推進する。 

(1)-2 放射線医学に関する教育・研究を推進するための各種プロジェクトを

実施する。 

(2)  県民健康調査の英語ホームページの作成、英語論文の公表、国際会議の

開催など、世界に向けた情報発信を強化する。 

(3)-1  教育・人材育成部門の各講座を中心として、災害医療、被ばく医療に

関する教育プログラムを実施し、災害医療に関する幅広い視野を持つ人

材を育成する。 

(3)-2 国内外の教育機関と連携しながら、災害医療や被ばく医療に携わる多

様な人材を育成する。 

 

４ 関係機関との連携・協力に関する目標を達成するための措置 

(1) 復興支援のため、行政機関、教育機関、研究機関との連携・協力策を調査・

計画・推進する。 

(2) 放射線医学県民健康管理センターにおいて、県内外の関連大学・機関等と

連携を図りながら県民健康調査を推進する。（再掲） 

(3) 先端臨床研究センター等において、放射線医学に関して県内外の大学・研

究機関等との連携体制を整備する。 

(4) 広島大学、長崎大学などの放射線医科学研究機関と連携することにより、

先端臨床研究センター等の基盤を活用した共同研究を推進する。 

 

第３ 管理運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 

１  業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するための措置 

(1) 組織運営の改善に関する目標を達成するための措置 

ア-1  学生や法人職員にとって、大学を誇りや学び働く喜びを感じる環境に

するための方策を計画し、推進する。 

ア-2  女性が働きやすい環境を整備する。 

ア-3  高い専門知識と豊富な経験を有する職員を育成・確保する。 

イ  理事長補佐体制を活用し、機動的・弾力的で戦略的な法人運営に取り組

む。 

ウ-1  社会のニーズに対応できる組織となっているか随時点検するととも

に、必要に応じて見直しを行う。 

ウ-2  適正な職員の配置を行う。 

ウ-3  災害発生時に大学機能を維持・継続させるための方策を検討・計画し、

実施する。 

エ-1 男女共同参画を推進するための方策を検討・計画し、実施する。 
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エ-2 ワーク・ライフ・バランスの推進について周知啓発を行い、職員の意

識醸成とともに、職場の環境づくりを行う。 

エ-3 医療従事者の負担を軽減するための方策について検討し、ワーク・ラ

イフ・バランスに配慮した取組の推進を図る。 

 

(2) 事務等の効率化・合理化に関する目標を達成するための措置 

大学の業務運営全般の見直しを徹底し、事務の効率化、合理化を推進する。 

 

２ 財務内容の改善に関する目標を達成するための措置 

(1) 外部研究資金等の自己収入の増加に関する目標を達成するための措置 

ア 科研費等の競争的外部資金の採択金額の増加策を検討・計画し、推進す

る。 

イ 外部資金を獲得するための方策を検討・実施するとともに、必要に応じ

て関連規程の見直しや改訂、新規程の整備を推進する。 

 

(2) 経費の抑制に関する目標を達成するための措置 

全ての経費について、徹底した見直しを行うとともに、効率的・効果的な

執行を行う。 

 

３ 自己点検・評価及び情報発信に関する目標を達成するための措置 

(1) 評価の充実に関する目標を達成するための措置 

ア 大学の活動全般について自己点検・評価を定期的に実施し、教育･研究・

診療・地域貢献の質の向上につなげる。 

イ 教員の自己点検・評価を定期的に実施し、教育の質の向上と組織の活性

化につなげる。 

 

(2) 情報発信の推進に関する目標を達成するための措置 

ア 大学の教育、研究、地域貢献等の取組や成果について、地域や社会に対

する情報発信を推進する。 

イ 研究成果の公表について、新たな研究活動につながるよう、効果的な情

報発信を行う。（再掲） 

ウ 広報媒体を活用した県民に対する戦略的かつ効果的な広報活動の展開

を推進する。 

 

４ その他業務運営に関する重要目標を達成するための措置 

(1) 法令遵守に関する目標を達成するための措置 
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ア コンプライアンスの推進を図り、徹底する。 

イ 公正かつ適正な研究の実施を確保するための環境整備を推進する。 

ウ 劇物・毒物・国際規制物質・放射性同位元素・病原体・向精神薬・麻薬・

覚せい剤の管理等の調査・報告を行う。 

 

(2) 施設設備や情報通信基盤の整備・活用等に関する目標を達成するための措

置 

ア-1 学生の意見、要望を把握した上で検討を行い、より学生が勉学に励む

ことができる環境を整備し、充実させる。 

ア-2 電子情報を含む資料を整備し、利用者のニーズに合わせて提供するこ

とにより、学術情報センターを充実させる。 

ア-3 教務事務システムに対するニーズの把握に努め、改善に取り組む。 

ア-4 環境やユニバーサルデザインに配慮しながら、既存施設・設備の維持

保全、更新を計画的に実施するとともに、新規整備事業を含む長期計画

を策定する。 

イ-1 最新の情報通信技術を常に把握し、適切に大学の情報基盤の整備を推

進し、利活用する。 

イ-2 情報セキュリティ対策を推進する。 

 

(3) 健康管理・安全管理に関する目標を達成するための措置 

ア-1 大学健康管理センターによる健康管理活動を積極的に進めていくと

ともに、情報発信等広報活動を強化する。 

ア-2  学生・職員の安全を確保する観点から災害発生時の対応法を検討し、

必要な体制を整備する。 

イ-1 福島県からの指定である「基幹災害拠点病院」、「原子力災害拠点病

院」、国の指定である「原子力災害医療・総合支援センター」、「高度

被ばく医療支援センター」としての役割の下に、県や国等、関係機関と

の連携体制を強化する。 

イ-2 災害時における大学施設の活用法について検討し、県や地域と連携す

る。 
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第４ その他の記載事項 

１ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

別紙参照 

 

２ 短期借入金の限度額 

(1)  短期借入金の限度額 

２０億円 

(2)  想定される理由 

運営費交付金の受入れ遅延及び事故の発生等により、緊急に必要となる対

策費として借り入れることも想定される。 

 

３ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 

該当なし 

 

４  剰余金の使途 

決算において剰余金が発生した場合は、教育、研究及び診療の質の向上並

びに組織運営及び施設・設備の改善に充てる。 

 

５ 県の規則で定める業務運営に関する事項 

(1)  施設及び設備に関する計画 

各事業年度の予算編成過程等において決定する。 

(2)  人事に関する計画 

ア 柔軟で多様な人事制度を構築する。 

イ 柔軟で多様な人事評価システムを構築する。 

ウ 教員の流動性を向上させる。 

エ 外国人・女性等の教職員採用及び登用を促進するとともに女性の働きや

すい環境を整備する。 

オ 職員の採用方法・育成方法の改善と人事交流の促進を図る。 

カ 中長期的な観点に立った適切な人員管理に努める。 

(3)  積立金の使途 

該当なし 

(4)  その他法人の業務運営に関し必要な事項 

なし 

 

６ 収容定員 

（別表） 
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（別紙） 

  

平成３０年度～平成３５年度予算 

                                                               （単位：百万円） 

区          分 金     額 

収入 

 運営費交付金 

 補助金 

 自己収入 

  授業料及び入学金、検定料収入 

  附属病院収入 

  財産収入 

  雑収入 

 受託研究等収入及び寄附金収入等 

長期借入金収入 

短期借入金収入 

 目的積立金取崩 

計 

 

６９，５７８  

１８，５５４  

２０５，７０９  

５，５４５  

１９５，９１９  

６８５  

３，５６０  

３９，２３２  

７，１４０  

１，０３３  

０  

３４１，２４５  

支出 

 業務費 

  教育研究経費 

  診療経費 

  一般管理費 

 施設整備費 

受託研究等経費及び寄附金事業費等 

長期借入金償還金 

短期借入金償還金 

計 

 

２９１，２６６  

４８，５４０  

２１８，７８５  

２３，９４０  

２，３５１  

３８，５９５  

７，９１８  

１，０３３    

３４１，１６３  

 

注１）金額の端数処理は百万円未満を四捨五入しており、計は必ずしも一致しない。 

注２）予算額は現行の運営費交付金ルールを基本として試算しており、今後、算定ルールの改正に併せて

修正するものである。 

注３）退職手当については、公立大学法人福島県立医科大学職員退職手当規程に基づいて支給することとする

が、運営費交付金として措置される額については、各事業年度の予算編成過程において算定される。 

注４）この計画期間を超えて締結される長期継続契約等に基づく費用の財源には、自己収入又は運営費交付金

を充てる。 
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【運営費交付金の算定ルール】 

１ 運営費交付金の算定区分 

運営費交付金の算定区分は次のとおりである。 

（１）Ａ交付金：教育研究業務及び一般管理に関する運営費交付金 

・教育研究人件費 

・教務関係経費 

・研究関係経費 

・附属施設管理運営経費 

・法人管理運営人件費（附属病院人件費を除く） 

  ・法人管理運営経費（附属病院経費を除く） 

 

（２）Ｂ交付金：附属病院業務に関する運営費交付金 

  ・附属病院人件費 

・附属病院管理運営経費 

 

（３）Ｃ交付金：施設整備に関する運営費交付金 

     ・大学及び附属病院施設整備費 

 

２ 運営費交付金の算定式 

     運営費交付金は以下により算出する。 

（１）教育研究業務及び一般管理に関する運営費交付金 

Ａ（ｙ）＝Ａ１（ｙ）＋Ａ２（ｙ）－Ｄ（ｙ） 

Ａ １ （ ｙ ）：教育･研究及び管理運営のための一般経費（特定経費以外）所要額 

Ａ１（ｙ）＝Ａ１（ｙ－１）×α 

Ａ ２ （ ｙ ）：教育･研究及び管理運営のための特定経費所要額 

Ｄ （ ｙ ）：学生納付金、財産収入及びその他の収入見込額 

    

   ※なお、平成２５年度以降のＡ交付金算定の際のＤ（ｙ）は、当面平成２４年度分のＡ

交付金算定の際のＤ（ｙ）に固定する。 

 

（２）附属病院業務に関する運営費交付金 

Ｂ（ｙ）＝Ｂ１（ｙ）＋Ｂ２（ｙ）－Ｅ（ｙ） 

Ｂ １ （ ｙ ）：附属病院運営のための一般経費（特定経費以外）所要額（ただし、

附属病院における教育・研究に要する経費を除く。）  

Ｂ ２ （ ｙ ）：附属病院運営のための特定経費所要額 

Ｅ （ ｙ ）：附属病院収入見込額 

 

      ※なお、平成２５年度以降のＢ交付金算定の際はＢ１（ｙ）及びＥ（ｙ）を算定式に算
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入しない。 

 

（３）施設整備に関する運営費交付金 

Ｃ（ｙ）：Ｃ交付金は、毎年度必要額を算出する。また、その剰余金は翌年度の施設の

維持等の経費に充てることとする。 

 

 （４）会津医療センターに関する運営費交付金 

会津医療センターの交付金額は、教育・研究に係る経費、病院運営に係る経費に分け、

それぞれ収支差見込額をもって算出する。 

 

なお、運営費交付金は、上記の方法により算出するものとするが、これにより難い事情が生

じた場合には、県と法人が協議を行い、県が、法人の安定的な運営と県予算の状況を勘案して

定める。 

【諸係数】 

α（アルファ）：効率化係数（０．９９） 

β（ベータ） ：経営改善係数（１．０２） 

※（ｙ）は当該年度。（ｙ－１）は当該年度の前年度。 
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平成３０年度～平成３５年度収支計画 

                                                              （単位：百万円） 

区          分 金      額 

費用の部 

 経常費用 

  業務費 

   教育研究経費 

   診療経費 

   受託研究費等 

   人件費 

  一般管理費 

  財務費用 

  雑損 

  減価償却費 

 臨時損失 

 

収益の部 

 経常収益 

  運営費交付金収益 

  授業料収益 

  入学金収益 

  検定料収益 

  附属病院収益 

  受託研究等収益 

  寄附金収益 

  補助金収益 

  財源措置予定額収益 

  財務収益 

  雑益 

  資産見返負債戻入 

 臨時利益 

純利益 

目的積立金取崩額 

総利益 

３４９，０３２ 

３４９，０３２ 

３０９，８０２ 

２１，９３０ 

１１６，７８０ 

３０，０７８ 

１４１，０１４ 

７，２６０ 

７００ 

１７ 

３１，２５４ 

０ 

 

３４７，４３４ 

３４７，４３０ 

６６，８２５ 

４，３５７ 

８２８ 

１８０ 

１９５，９１９ 

３１，５４５ 

７，１８５ 

１６，６５１ 

７００ 

１ 

４，２４７ 

１８，９９２ 

４ 

△１，５９８ 

０ 

△１，５９８ 

注１）金額の端数処理は百万円未満を四捨五入しており、計は必ずしも一致しない。 
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平成３０年度～平成３５年度資金計画 

                                                           （単位：百万円） 

区         分 金        額 

資金支出 

 業務活動による支出 

 投資活動による支出 

 財務活動による支出 

 次期中期目標期間への繰越金 

 

資金収入 

 業務活動による収入 

  運営費交付金による収入 

  補助金による収入 

  授業料及び入学金、検定料による収入 

  附属病院収入 

受託研究等収入 

寄附金収入 

  その他の収入 

投資活動による収入 

  施設費による収入 

  その他の収入 

 財務活動による収入 

  長期借入金による収入 

  短期借入金による収入 

 前期中期目標期間からの繰越金 

３４１，６０５ 

３１７，０３２ 

１１，０５６ 

１３，０７５ 

４４２ 

 

３４１，６０５ 

３３３，０７２ 

６９，５７８ 

１８，５５４ 

５，５４５ 

１９５，９１９ 

３１，９１９ 

７，３１２ 

４，２４５ 

１２１ 

－ 

１２１ 

８，１７３ 

７，１４０ 

１，０３３ 

２４０ 

注１）金額の端数処理は百万円未満を四捨五入しており、計は必ずしも一致しない。 
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（別表） 

収 容 定 員 

 

公立大学法人福島県立医科大学 

年度 学部、研究科名及び収容定員（人） 

平成３０年度 

医学部                 ７８０人 

看護学部                               ３４８人 

医学研究科                    １８８人 

看護学研究科                      ２０人 

平成３１年度 

医学部                 ７８０人 

看護学部                               ３４８人 

医学研究科                    １８８人 

看護学研究科                      ２０人 

平成３２年度 

医学部                 ７３５人 

看護学部                               ３４８人 

医学研究科                    １８８人 

看護学研究科                      ２０人 

平成３３年度 

医学部                 ６９０人 

看護学部                               ３４８人 

医学研究科                    １８８人 

看護学研究科                      ２０人 

平成３４年度 

医学部                 ６４５人 

看護学部                               ３４８人 

医学研究科                    １８８人 

看護学研究科                      ２０人 

平成３５年度 

医学部                 ６００人 

看護学部                               ３４８人 

医学研究科                    １８８人 

看護学研究科                      ２０人 
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【参考資料】 

 

中期計画における用語の説明 

 

 

ＭＤ－ＰｈＤコース 大学院に準じる教育を医学部在籍時から行うもの 

ＣＢＴ 
臨床実習開始前の学生に必要とされる知識を問う客観試験 

（Computer-Based Testing） 

ＯＳＣＥ 

臨床実習開始前の学生に必要とされる技能と態度を客観的

に評価する実技試験 

（Objective Structured Clinical Examination） 

臨床教授制度 

医学部：教育協力病院の医師が臨床教授及び臨床准教授とし

て医学部の臨床実習や卒後臨床研修の指導を行う

制度 

看護学部：教育協力病院等の看護師が看護学臨床教授、看護

学臨床准教授及び看護学臨床講師として、看護学部

の臨床実習等の指導を行う制度 

ＦＤ 教員能力開発 (Faculty Development) 

カンファランス 情報交換、討論のための事前に取り決められた会議 

サーベイランスデータ 
感染に関するデータを収集、分析し、感染率を下げるのに有

効なデータとしてまとめたもの 

 

 

http://ejje.weblio.jp/content/%E6%83%85%E5%A0%B1%E4%BA%A4%E6%8F%9B
http://ejje.weblio.jp/content/%E8%A8%8E%E8%AB%96
http://ejje.weblio.jp/content/%E4%BA%8B%E5%89%8D%E3%81%AB
http://ejje.weblio.jp/content/%E4%BA%8B%E5%89%8D%E3%81%AB
http://ejje.weblio.jp/content/%E4%BC%9A%E8%AD%B0
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